
 

 

                          山運輸第５４４号の２ 

                         令和６年３月２５日 

 

 

  一般旅客自動車運送事業者 殿 

 

 

                                          山形運輸支局長 

  （公印省略） 

 

 

      精神障害者に対する公共交通機関の運賃割引について 
 

 

  標記について、東北運輸局長より別添のとおり通達がありました。 
 つきましては、精神障害者についても身体障害者等を対象として実施している各種

運賃割引等の適用の対象とすることについて、改めてご検討いただきますよう理解と

協力をお願いいたします。 

 

 



 

東自旅一第８６１号 

東自旅二第１７３１号 

令和６年３月２１日 

 

 

 

管内運輸支局長 殿 

東 北 運 輸 局 長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

 

精神障害者に対する公共交通機関の運賃割引について 

 

 

標記について、令和６年３月１５日付け国官参企第２１号、国自旅第３７５号で物流・

自動車局長より別添のとおり通達があったため、了知のうえ、所要の措置を講じるととも

に、積極的な働きかけを行われたい。 





 

国 総 バ 第１ １ ８号 

   令和６年２月２７日 

 

 

物 流 ・ 自 動 車 局 長 殿 

 

 

         総 合 政 策 局 長 

（ 押 印 省 略 ） 

 

 

精神障害者に対する公共交通機関の運賃割引に関する要請について（依頼） 

 

 

 国土交通省では、公共交通の各モードにおいて精神障害者に対する運賃割引が

導入されるよう、令和元年第１９８国会の衆・参両院における「精神障害者の交

通運賃に関する請願」の採択以降も、事業者各社や業界団体に対して理解と協力

を求めてきたところであり、この結果、一部のモードにおいては約９割（事業者

数ベース）の事業者で割引が導入されるなど一定の進捗が見られるに至っている。 

 しかしながら、他のモードにおいては、事業規模の大きい事業者でほとんど導

入が進んでいない状況や、導入した事業者が５割（同）を下回っている状況等が

あることから、現行の障害者の権利に関する条約及び障害者基本法における位置

づけを踏まえて、精神障害者による公共交通の円滑な利用を確保するためには、

国土交通省として、身体障害者及び知的障害者に対して導入されているものと同

様の運賃割引についてその導入を更に促進していくことが極めて重要な課題とな

っている。 

 このため、貴職におかれては、所管するモードにおいて精神障害者に対する運

賃割引を導入する事業者が一層拡大するよう、事業者各社や業界団体に対して、

導入すべき必要性や先行する他社の事例、割引分に係る運賃算定上の扱い等につ

いてあらためて丁寧に説明して理解と協力を求めるなど、所要の措置を講じられ

たい。 


